
 

 

平成平成平成平成 15151515年年年年 3 3 3 3月期月期月期月期    第第第第 3333四半期業績概況四半期業績概況四半期業績概況四半期業績概況                            平成 15年 2月 6日 

上場会社名 株式会社 新 川 （コード番号：6274 東証第 1部） 
（ＵＲＬ http://www.shinkawa.com/ ）   
問 合 せ 先       責任者役職名 経営企画部長 

氏 名 島 森  至 
（ＴＥＬ：（042）－ 560－1231） 

 
１．四半期連結損益計算書等の作成等に係る事項 
① 財務諸表等の作成に際して準拠した基準 ： （中間連結財務諸表規則） 
 ・ 会計処理方法の変更の有無 ： 有 
 ・ 中間決算等と異なる会計処理の有無 ： 無 
② 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有（内容 連結（新規）1社） 
③ 公認会計士又は監査法人による関与の有無 ： 無 

 
２．平成 15年 3月期第 3四半期の業績概況（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 12月 31日） 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況             （金額は百万円未満四捨五入で表示） 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

平成 15年 3月期第 3四半期 10,692( 123.5) △  176  ( ― ) △  350  ( ― ) △ 335  ( ― ) 
平成 14年 3月期第 3四半期 4,783(△85.2) △2,670 ( ― ) △2,610 ( ― ) △1,535 ( ― ) 
(参考)平成 14年 3月期      7,217       △3,390    △3,187    △3,549 
 
 １株当たり当期純利益 潜 在 株 式 調 整 後           

１株当たり当期純利益 
 円    銭 円    銭 

平成 15年 3月期第 3四半期 △16.77 ― 
平成 14年 3月期第 3四半期 △76.57 ― 
(参考)平成 14年 3月期 △177.02 ― 
 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期間比増減率を示す。 
 
(2) 財政状態（連結）の変動状況 
 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり 

株 主 資 本      
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

平成 15年 3月期第 3四半期 42,969 41,454 96.5 2,116.11 
平成 14年 3月期第 3四半期 46,120 44,675 96.9 2,228.50 
(参考)平成 14年 3月期 44,617 43,385 97.2 2,164.14 
 
（参考１）四半期個別経営成績等の概況（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 12月 31日） 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      当期(第 3四半期)純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成 15年 3月期第 3四半期 10,452 △ 88 △265 △283 
 
 総 資 産 株 主 資 本      

 百万円 百万円 

平成 15年 3月期第 3四半期 41,918 40,475 



 

３．平成 15年 3月期の連結業績予想（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日） 
  下記のとおり、平成 14年 11月 14日に発表しました予想と変更ございません。 
 予 想 売 上 高        予想経常利益        予想当期純利益 １株当たり 

予想当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 円  銭 

通       期 15,300 0 △175 △8.73 
 
（参考２）平成 15年 3月期の個別業績予想（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日） 
     下記のとおり、平成 14年 11月 14日に発表しました予想と変更ございません。 

１株当たり 

年間予想配当金  予 想 売 上 高        予想経常利益        予想当期純利益 
期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通   期 15,000 100 △125 5.00 10.00 

 
 
 
 
 

本第 3 四半期業績概況に記載されている業績予想に関する記載事項は、本資料の発表日現在において
入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後の様々な要因によって予想と異なる

結果となる可能性がある事をご承知おき下さい。 
 

 
４．受注（連結）の状況（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 12月 31日） 
 受注高 受注残高 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成 15年 3月期第 3四半期 11,900 (295.1) 4,455 (145.6) 
平成 14年 3月期第 3四半期 3,012 ( ― ) 1,814 (△84.0) 
(参考)平成 14年 3月期 6,878  3,247  

(注)受注高、受注残高におけるパーセント表示は、対前年同期間比増減率を示す。 
以  上 
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業績の概要 
 
  私どもの製品であるワイヤボンダ、ダイボンダ等は、半導体製造工程のうち組立工程で
使用される製造装置です。半導体業界は、昨春、在庫調整により一時的に回復する場面も

ありましたが、世界的なデフレ傾向の進展にともない、半導体に対する需要も減退し、業

績低迷から脱しきれない状況にあります。 
  第 3四半期までの 9ヵ月累計（平成 14年 4月 1日から平成 14年 12月 31日まで）の当
社グループの連結業績は、売上高 10,692百万円（前年同期比 123.5 ％増）、営業損失 176
百万円（前年同期間営業損失 2,670 百万円）、経常損失 350 百万円（前年同期間経常損失
2,610百万円）、当期純損失 335百万円（前年同期間純損失 1,535百万円）となり、低調で
はありますが、前年同期に比べ回復の兆しを見せております。 
 また、当第 3四半期（平成 14年 10月 1日から平成 14年 12月 31日まで）の当社グルー
プの連結業績は、売上高 2,508百万円（前年同期比 131.8％増）、営業損失 562百万円（前
年同期間営業損失 1,048百万円）、経常損失 568百万円（前年同期間経常損失 809百万円）、
当期純損失 292 百万円（前年同期間純損失 488 百万円）と前年比改善は見られるものの、
引き続き低調な結果となりました。 
  今後の見通しにつきましては、半導体の最大の需要先である企業向けパソコン市場の回
復が遅れていることなどから悲観的な見方もありますが、その一方、カメラ付き携帯電話

の爆発的なヒット、好調なデジタルカメラの売れ筋の高性能品へのシフト、プラズマテレ

ビ、ＤＶＤ等の映像関連製品の市場拡大など、半導体需要を拡大する好材料もあります。

加えて新年に入り、半導体メーカーの 300 ミリウェーハに対する新規投資計画や液晶ディ
スプレー工場への大型設備投資計画の発表も相次ぐなど、明るい話題も出てまいりました。

いまだ不透明感が残る市場環境ではありますが、当社は、これらの好調な分野の半導体メ

ーカーのニーズに応えて行くことが当社業績の進展に不可欠と考え、昨年来開発した各種

新製品を主体として顧客ニーズに応えるべく努めてまいります。 
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連結貸借対照表及び連結損益計算書 
（１）連結貸借対照表       （金額は百万円未満四捨五入で表示） 

前連結会計期間末 当連結会計期間末 前連結会計年度末 
(平成 13年 12月 31日) (平成 14年 12月 31日) (平成 14年 3月 31日) 区   分 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資 産 の 部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
Ⅰ.流 動 資 産        

1.現 金 及 び 預 金 14,241  13,770  14,328  
2.受取手形及び売掛金 3,871  4,599  4,316  
3.た な 卸 資 産 5,469  4,672  2,929  
4.繰 延 税 金 資 産 2,097  3,285  3,104  
5.そ の 他 2,597  336  2,402  
6.貸 倒 引 当 金 △41  △64  △37  
流 動 資 産 合 計 28,234 61.2 26,598 61.9 27,042 60.6 

Ⅱ.固 定 資 産       
(1)有形固定資産       
1.建 物 及 び 構 築 物 4,921  4,325  4,754  
2.機械装置及び運搬具 183  216  280  
3.土 地 5,410  5,203  5,203  
4.そ の 他 171  90  140  
有形固定資産合計 10,685 23.2 9,834 22.9 10,377 23.2 

(2)無形固定資産       
そ の 他 36  23  31  
無形固定資産合計 36 0.1 23 0.1 31 0.1 

(3)投資その他の資産       
1.投 資 有 価 証 券 5,126  4,398  5,393  
2.長 期 貸 付 金 124  124  128  
3.長 期 前 払 費 用 8  －  －  
4.繰 延 税 金 資 産 1,794  1,820  1,551  
5.そ の 他 114  173  96  
6.貸 倒 引 当 金 △1  △1  △1  
投資その他の資産合計 7,165 15.5 6,514 15.1 7,167 16.1 
固 定 資 産 合 計 17,886 38.8 16,371 38.1 17,575 39.4 
資 産 合 計 46,120 100  42,969 100  44,617 100  
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（金額は百万円未満四捨五入で表示） 
前連結会計期間末 当連結会計期間末 前連結会計年度末 

(平成 13年 12月 31日) (平成 14年 12月 31日) (平成 14年 3月 31日) 区   分 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負 債 の 部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
Ⅰ.流 動 負 債       

1.買 掛 金 334  896  305  
2.未 払 法 人 税 等 12  34  21  
3.製 品 保 証 引 当 金 164  137  141  
4.そ の 他 812  310  642  
流 動 負 債 合 計 1,322 2.9 1,377 3.2 1,109 2.5 

Ⅱ.固 定 負 債       
そ の 他 引 当 金 117  132  117  
固 定 負 債 合 計 117 0.2 132 0.3 117 0.3 
負 債 合 計 1,439 3.1 1,509 3.5 1,226 2.8 

（少 数 株 主 持 分）       
少 数 株 主 持 分 6 0.0 6 0.0 6 0.0 

（資 本 の 部）       
Ⅰ.資 本 金 8,360 18.1 － － 8,360 18.7 
Ⅱ.資本準備金 8,907 19.3 － － 8,907 20.0 
Ⅲ.連結剰余金 27,499 59.7 － － 25,485 57.1 
Ⅳ.その他有価証券評価差額金 △126 △0.3 － － 578 1.3 
Ⅴ.為替換算調整勘定 35 0.1 － － 56 0.1 
 44,675 96.9 － － 43,386 97.2 
Ⅵ.自 己 株 式 △0 △0.0 － － △1 △0.0 
資 本 合 計 44,675 96.9 － － 43,385 97.2 

Ⅰ.資 本 金 － － 8,360 19.5 － － 
Ⅱ.資本剰余金 － － 8,907 20.7 － － 
Ⅲ.利益剰余金 － － 24,950 58.1 － － 
Ⅳ.その他有価証券評価差額金 － － 283 0.6 － － 
Ⅴ.為替換算調整勘定 － － △ 14 △0.0 － － 
Ⅵ.自 己 株 式 － － △1,032 △2.4 － － 
資 本 合 計 － － 41,454 96.5 － － 

負債・少数株主持分及び

資本合計 
46,120 100  42,969 100  44,617 100  
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（２）連結損益計算書               （金額は百万円未満四捨五入で表示） 
前連結会計期間 当連結会計期間 前連結会計年度 

平成 13 年 4 月 1 日から 平成 14 年 4 月 1 日から 平成 13 年 4 月 1 日から 

平成 13年 12月 31日まで 平成 14年 12月 31日まで 平成 14 年 3 月 31 日まで 
区   分 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 
       

Ⅰ.売 上 高 4,783 100  10,692 100  7,217 100  
Ⅱ.売 上 原 価 2,995 62.6 6,647 62.2 4,816 66.7 

売 上 総 利 益 1,788 37.4 4,045 37.8 2,401 33.3 
Ⅲ.販売費及び一般管理費 4,458 93.2 4,221 39.5 5,791 80.3 

営 業 損 失 2,670 △55.8  176 △1.7 3,390 △47.0 
Ⅳ.営業外収益 169 3.5 122 1.1 209 2.9 
Ⅴ.営業外費用 109 2.3 296 2.7 6 0.1 

経 常 損 失 2,610 △54.6 350 △3.3 3,187 △44.2 
Ⅵ.特 別 利 益 144 3.0 ― ― 147 2.0 
Ⅶ.特 別 損 失 147 3.0 210 1.9 2,839 39.3 
税金等調整前当期純損失 2,613 △54.6 560 △5.2 5,879 △81.5 
法人税､住民税及び事業税 5 0.1 16 0.1 25 0.3 
法 人 税 等 調 整 額 △1,084 △22.6 △241 △2.2 △2,356 △32.3 
少 数 株 主 利 益 1 0.0 0 0.0 1 0.0 
当 期 純 損 失 1,535 △32.1 335 △3.1 3,549 △49.2 

 



 

  ５

（参考）最近における四半期毎の業績の推移 

 平成 15 年 3 月期（連結）                   （金額は百万円未満四捨五入で表示） 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 前第 3 四半期 
 

14 年 4 月～14 年 6月 14 年 7 月～14 年 9月 14 年 10 月～14 年 12月 13 年 10 月～13 年 12月 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

売 上 高 2,964 5,220 2,508 1,082 

売 上 総 利 益 1,123 2,088 834 445 

営 業 利 益 △229 615 △562 △1,048 

経 常 利 益 △460 678 △568 △809 

税金等調整前当期純利益 △460 385 △485 △821 

当 期 純 利 益 △279 236 △292 △488 

 円 円 円 円 

１株当たり当期純利益 △13.94 11.81 △14.64 △24.33 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － － － － 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

総 資 産 44,771 45,328 42,969 46,120 

株 主 資 本 42,720 42,876 41,454 44,675 

 円 円 円 円 

１株当たり株主資本 2,130.99 2,138.86 2,116.11 2,228.50 

 



 

６ 

（第３四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、SHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD. 、SHINKAWA U.S.A. INC. 、SHINKAWA (MALAYSIA) SDN. BHD.、SHINKAWA 

TAIWAN CO.,LTD、SHINKAWA KOREA CO., LTD.、SHINKAWA(THAILAND)CO. LTD.、SHINKAWA(SHANGHAI)CO.LTD.及び(株)

エスケーティーの８社であります。 

なお、SHINKAWA(SHANGHAI)CO.LTD.は当連結会計年度から実質的に営業を開始したため、新たに連結子会社の範囲

に加えました。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

第３四半期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

② たな卸資産 

たな卸資産のうち、製品及び仕掛品は個別法に基づく原価法、半製品及び原材料は移動平均法に基づく低価法

によっております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物及び構築物 10年～25年 

その他     ３年～４年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）による定額法によっておりま

す。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸倒引当金は、売掛債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額の設定を行っております。 

② 製品保証引当金 

販売済製品に係る一定期間内の無償サービスに要する費用の発生に備えるため、実績率を基にした会社所定の

基準により設定を行っております。 
③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しておりますが、第３四半期連結会計期間末においては前払年金費用が発生しているため、退職給付引当金は

子会社における退職給付引当金であります。なお、数理計算上の差異については、発生の翌事業年度に期間按

分して費用処理しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、第３四半期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、第３四半期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は「資本の部」並



 

 ７ 

びに「少数株主持分」に含めて計上しております。また、収益及び費用は、当四半期間の平均為替相場により円換算

しております。 

（在外子会社等の換算方法の変更） 

在外子会社等の財務諸表項目のうち収益及び費用については、従来、決算時の為替相場により円貨に換算していまし

たが、為替相場の大幅な変動により、四半期決算に適用される為替相場と年次決算に適用される為替相場が著しく乖

離しているため、四半期連結損益と年次連結損益との整合性が損なわれることを回避する目的として、当第 1四半期
連結会計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。 
この変更により、従来の方法と比較して、売上高は 14百万円及び売上総利益は 13百万円増加し、営業損失は 5百万
円減少しておりますが、経常損失及び税金等調整前当期純損失に対する影響は僅少であります。  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

該当ありません。 

(6)その他第３四半期連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 


